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一般会計当初予算概要 



 

経営会議決定第７号 

                令 和５年９月６日 

 

令和６年度予算編成に関する基本方針 

 

我が国の景気は、コロナ禍から経済社会活動の正常化が進み、緩やかに回復し

ているものの、世界的な金融引き締め長期化等による海外景気の下振れリスク

や物価上昇、金融資本市場の変動等など先行きは不透明であり、今後の景気動向

には十分注意する必要がある。また、引き続き、ふるさと納税制度や税源偏在是

正措置の影響による減収も区財政に大きな影響を及ぼしていることにも留意す

る必要がある。 

このような状況下においては、区政の第一線で区民と接する各部門が、区民の

視点に立って創意と主体性を十分に発揮し、生活実態等の把握に努めたうえで、

良質で持続可能な公共サービスを提供するため、最大限の歳入の確保を図ると

ともに、新たな行政評価制度の活用により施策や事業の検証を強化し、その効率

性や実効性を高めていく必要がある。 

区は、区長公約に示された取組の実現や対話協調型区政の推進などに鋭意取

り組んでいるところである。それに加え、大幅な物価高騰やデジタル化の進展、

少子高齢化の進行、気候変動対策等、社会経済環境の大きな変化を踏まえて、基

本構想が目指す将来のまちの姿を着実に実現していくため、令和６年度に実施

することとしていた総合計画等の改定を一年前倒しして行っているところであ

る。 

令和６年度は、改定後の「総合計画等」が新たにスタートする年であり、基本

構想が掲げる将来像「みどり豊かな住まいのみやこ」の実現に向けて、計画事業

等の取組を着実に推進しなければならない。特に、改定する実行計画等において

計画化した事業は、現時点での考え方を踏まえて確実に反映していく必要があ

る。 

以上の点を踏まえ、令和６年度の予算編成は、以下の方針に基づき行うものと

する。 

 

記 

 

１ 全般的事項 

（１）「総合計画等」の着実な推進 

令和６年度は、改定後の総合計画・実行計画・区政経営改革推進計画・協

働推進計画・デジタル化推進計画・区立施設再編整備計画（以下「計画」と

いう。）がスタートする年であることから、基本構想の目標達成に向けて、

改定中の計画事業については、確実に見積もること。 
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（２）区民生活の実態の把握 

社会環境や区民ニーズの変化を的確に捉え、区民生活の実態や地域の実情

を様々な機会を通じて十分に把握したうえで、時宜を逸することなく必要な

施策展開を図ること。 

 

（３）経費の精査・見直し 

既定事業を含む全事業について、新たな行政評価制度等の活用により、事

業の必要性や有益性の検証と経費の精査を行い、その結果を踏まえ事業の見

直し・廃止・整理統合・縮小を検討すること。特に、新型コロナウイルス感

染症が５類に位置付けられ大きな転換点を迎えていることから、これまでコ

ロナ禍の影響を考慮しつつ取り組んできた事業等については、直近の経済情

勢や根拠数値等を基に、事業の課題や成果、事業の妥当性や有効性・必要性

を根本に立ち返って検証し、必要に応じて見直し・再構築等を行うこと。ま

た見積もりに当たっては、事業の実施時期や実施方法についても精査を行い、

経費縮減を図ること。なお、前年度、査定の結果により予算措置されなかっ

た事業等については、特段の事情の変更がない限り再度の要求を行わないこ

ととする。 

 

（４）事業のスクラップ・アンド・ビルド 

実行計画外の新規事業についてやむを得ず予算計上する場合は、その財源

を確保した上で必要な経費を見積もるとともに、必ず既定事業の見直し（廃

止・縮小）を行い、見直しを行った既定事業について資料を提出すること。

課内での財源確保が困難な場合は、部内において調整すること。 

 

（５）国・都の動向等の注視 

国・都の施策の動向や社会の動向に細心の注意を払い、常に先を見据え、

事業の検討を行ったうえで、必要な経費を見積もること。 

 

（６）特別会計 

特別会計については、設置の趣旨に基づき編成すること。特に、一般会計

との均衡を失しないよう十分配慮し、合理的基準により経費を算出するとと

もに、収入の確保に最大限努めること。 

 

（７）管理職の関与 

管理職員は、現下の財政状況を踏まえ、予算編成に関して職員への適切な

指示を行い、各所管の見積もり内容を把握すること。 

 

（８）予算編成過程の公表等 

区財政の理解は、区政への区民参加の前提となるものであり、予算編成過

程の公表に加え、財政の仕組みや財政状況についても、継続して、区 HP等

を通じて、幅広くわかりやすい情報発信に取り組むこと。 
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（９）参加型予算 

   予算編成に区民が直接関与する仕組みである「参加型予算（モデル実施）」

については、区民による投票を行う予定である。投票の結果は別途通知する

ので、その通知に従い対応すること。 

 

２ 歳出 

（１）経常的・定例的経費の削減 

経常的事務費や需用費、備品購入費等については、一層のコスト削減の必

要があることから、施設の新設等にあたっても安易に新規購入経費を見積も

るのではなく、部門間での再利用や適切な在庫管理等により充足できるよう

努め、新規購入が必要な場合でも必要最小限となるよう見積もること。委託

料について人件費・光熱水費等の増要因があるなかであっても、従前とは異

なる事業者から見積もりを徴取するほか、改めて、委託内容や範囲等を精査

するなど、経費削減に努めること。 

 

（２）公共工事に係る経費 

   区が発注する公共工事の経費については、その必要性、優先度を十分に考

慮した上で見積もること。また、令和６年４月の建設業週休二日制の本格導

入や円安による輸入材料の影響など、工事費が高騰している状況を踏まえ

ること。 

施設の改築等を行う場合は、用地の有効活用という視点に加え、将来の利

活用等も見据えて、真に必要な規模や内容となっているか等について精査

する必要がある。事業の構想・設計の段階で十分な精査を行い、ライフサイ

クルコストの縮減にもつながるように努めること。なお、施設の改修につい

ては、単に年次修繕計画に基づき計上するのではなく、将来にわたって長く

使い続けることができるように、個別に施設の老朽度、劣化度を判断したう

えで、必要な経費を見積もること。 

 

（３）指定管理者制度の指定管理料 

指定管理料については、区が指定管理者と交わした協定書の内容が順守さ

れ、指定管理者のノウハウの幅広い活用あるいは専門性の確保により、さら

なる区民サービスの向上が図られるか精査・確認すること。また、光熱水費

の増や従事者の適切な労働環境の確保に必要な経費についても、精査して見

積もること。 

 

（４）補助金の見直し 

補助金の原資は区民の税金であり、交付状況やその使途、補助金を交付す

ることによる効果や必要性についても、区民への説明責任を果たせるもので

なくてはならない。各所管においては、「補助金交付基準及び検証・評価基

準」を踏まえた、補助金検証・評価シートを活用して、毎年度の見直し・評

価に取り組んでいるところであるが、今年度、「補助金交付基準及び検証・
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評価基準」について一部見直す予定であることから、改めてそれらに基づき

必要に応じた見直し・検証を行い見積もること。 

 

（５）人件費の適正化 

   業務におけるデジタル技術の活用を図るなど、業務執行方法の見直しを

図るとともに、一時的な事業の集中等の影響から人員に不足が生じる場合

には、仕事の仕組みや進め方、事業の統合などを適時適切に行い、柔軟かつ

弾力的な組織運営を行うこと。併せて、長時間労働の是正という働き方改革

の推進の考え方に基づき、職員のワークライフバランスと健康管理の充実

を図るとともに、職員の配置を見直すほか、効果的・効率的な事務執行によ

る超過勤務の更なる縮減を図るなど、人件費の適正化に努めること。 

 

３ 歳入 

（１）特別区税 

特別区税については、経済情勢や区民所得の動向、ふるさと納税による影

響額や過去における決算の状況、さらには、税制改正の動向等も踏まえた詳

細な検討を行い、国や都の状況等を踏まえ、可能な限りの収入を見積もるこ

と。 

また、財源の確保と負担の公平性の確保の観点からも滞納整理の一層の促

進など区税等の収納率の向上に向けた取組を強化し、最大限の歳入の確保に

努めること。 

 

（２）税外収入 

保険料、使用料等、税外収入の収入未済対策を強化し、収納率の向上を図

ること。特に、保険料等定期的に徴収するものについては、口座振替への勧

奨を徹底するなど、滞納の未然防止に努めること。 

また区立施設の使用料については、令和４年度決算数値による検証に加え

て、周辺自治体との均衡や施設の利用率向上に向けた取組等も考慮のうえ検

討を行っていることから、その検討結果を反映させること。 

 

（３）国・都支出金 

国・都支出金については、国等における制度改正や予算編成の動向を十分

注視し、新たなメニューの把握に努めるとともに、他自治体での活用状況を

調査し参考にするほか、補助制度に合わせて事業を見直すなど、あらゆる手

段で獲得可能な特定財源の積極的な確保に努めること。 

 

４ その他 

予算の見積もりについては、財務会計システムによることとし、見積方法等

の事務処理については、別途通知するので遺漏のないよう留意すること。 
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令　和　6　年　度　　財　政　計　画
（単位：千円）

令 和 ６ 年 度 令 和 ５ 年 度 前 年 比 構 成 比 令 和 ６ 年 度 令 和 ５ 年 度 前 年 比 構 成 比

計 画 額 計 画 額 （％） （％） 計 画 額 計 画 額 （％） （％）

財源保留 808,730 退職手当を除く構成比

17.1

揮発油譲与 180,000

重量譲与 590,000

森林環境譲与 68,000

うち退職手当 2,768,121

通常分 5,150,000 元金 2,919,511

増税分 8,650,000 利子 221,243

一借利子 1

住宅ローン等 285,000

定額減税分 2,608,582

普通交付 50,900,000

特別交付 1,650,000

財産収入 10,000

一般寄附金 4,300

財調繰入金 0

減債繰入金 558,760

繰越金 2,500,000

諸収入 611,987 新規事業 113,985

臨時事業 760,791

国庫支出金 37,177,121

都支出金 21,372,220

特 建設事業 4,105,000

災害援護資金 0

定 分担・負担 2,415,281

使用・手数 3,808,780

財産収入 706,872

財 指定寄附金 27,443

施設繰入金 3,826,000

その他繰入 502,399

源 諸収入 2,341,646

223,700,730 211,531,108 12,169,622 105.8 100.0 223,700,730 211,531,108 12,169,622 105.8 ――

0.4

250,000 230,000 20,000 108.7 0.1

1.6

一

財

源

利 子 割 交 付 金

地 方 譲 与 税 838,000 771,000 67,000

繰 越 金 等 3,685,047 3,688,489 △ 3,442 99.9

108.7

114.7

230,000

2,893,582

120.9

0.0
1.4

0 0

927.4 1.3

3,923,758 3,245,139 678,619

312,000

210,000

1.8

既 定 事 業

公 債 費 3,140,755 2,738,282

109,344

63.9

4.8

1.1

交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

40,000

100.0

23.5

58,549,341

0.0

新 規 ・ 臨 時 事 業

2,539,931

般

特別区財政交付金 52,550,000

地方特例交付金

自 動 車 取 得 税
交 付 金

0

自 動 車 税
環 境 性能 割交 付金

地方消費税交付金

株 式 等 譲 渡
所 得 割 交 付 金

131.1

6.213,800,000

1,560,000 370,000

14,170,000

20,869,917

222,892,000 210,700,000

1,190,000 0.7

49,700,000

109.5 0.1

会計年度任用職員分
（短時間・専門・臨時）

2,850,000

1,281,680

12,192,000

142,505,990

10,682,822単 年 度 経 費

477,382

9,213,898

投 資 的 経 費

新 規 経 費

20,760,573

276.1

2,501,783 38,148

6,578,584

投 資 事 業

874,776

101.5

115.9

135,927,406一 次 経 費

635,419

1,468,924

148,120,469 8,926,412

402,473

3,690,191

109.9

6.1

34.1

114.6

40,959,671

0.6

職 員 分

会計年度任用職員分
（一般（旧嘱託員））

14.7

1.9

69,415,730

1,733,218

6,867,032

11,895,203

3,160,675

106.0

108.4

32,710,303 30,863,666

1,318,138

配 当 割 交 付 金 1,510,000

105.7

87.0

97.4

122.8

－

20,000

2,581,582

△ 6,000

1,230,000

区　　　　　　　　　　分

31.3

歳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　入

区　　　　　　　　　　分 備　　　　　　考

70,061,339

4,325,610

特 別 区 税 △ 506,550 99.3

職 員 人 件 費

△ 370,000

歳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　出

差 引 増 減 額

280,000 0.7

18.4

1,846,637

117.2

○職員（常勤＋再任用フル）
　一般会計14名増〈常勤11名
減、再フル25名増〉、国保会計
±0
○職員（再任用短時間）
　一般会計35名減、国保会計±0
○会計年度一般（旧嘱託員）
　一般会計５名減、国保会計±0

差 引 増 減 額備　　　　　　考

70,567,889

37,798,996

小　　　　　　計

97.3

△ 22,378

52,107,527 6,441,814

合　　　　　　　　計

831,108808,730
財
源
保
留
額 808,730 831,108

△ 406,904

840,756

147,417,968

国 ・ 都 支 出 金

特 別 区 債

106.0

112.4 26.2

157,046,881

46,000

70.5

――97.3

68.3 0.4

104.8

――

105.8

9.4100.5

歳 出 予 算 計

小　　　　　　計 65.9103.75,302,590142,115,378

合　　　　　　　　計

4,105,000 5,413,000 △ 1,308,000 75.8 1.8

小　　　　　　計

13,628,421

76,282,762

そ の 他
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令和６年度一般会計当初予算　歳入 （教育費）

（単位：千円）

歳入款名 予　算　額 前年度予算額 増　減　額 前年比(%)

使用料及び手数料 23,406 16,990 6,416 137.8

国 庫 支 出 金 1,128,223 1,014,804 113,419 111.2

都 支 出 金 1,286,933 111,083 1,175,850 1,158.5

財 産 収 入 36,528 36,297 231 100.6

寄 附 金 0 0 0 －

繰 入 金 2,395,324 1,811,134 584,190 132.3

諸 収 入 85,561 97,769 △ 12,208 87.5

特 別 区 債 2,035,000 4,945,000 △ 2,910,000 41.2

教 育 費 合 計 6,990,975 8,033,077 △ 1,042,102 87.0
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令和６年度一般会計当初予算　歳出　款別集計表
（単位：千円）

千円 千円 千円 千円 千円

1 議 会 費 815,907 799,295 16,612 98 815,809

2 総 務 費 8,286,548 6,648,897 1,637,651 124.6% 2,324,785 5,961,763

3 生 活 経 済 費 8,496,203 7,134,766 1,361,437 119.1% 3,397,827 5,098,376

4 保 健 福 祉 費 112,435,501 109,106,276 3,329,225 103.1% 55,540,615 56,894,886

5 都 市 整 備 費 15,774,736 13,236,547 2,538,189 119.2% 6,627,754 9,146,982

6 環 境 清 掃 費 7,873,874 7,652,651 221,223 102.9% 898,551 6,975,323

7 教 育 費 24,806,748 25,282,070 △ 475,322 98.1% 6,990,975 17,815,773

8 職 員 費 40,959,671 37,798,996 3,160,675 108.4% 502,156 40,457,515

9 公 債 費 3,142,810 2,740,500 402,310 114.7% 0 3,142,810

10 諸 支 出 金 2 2 0 100.0% 1 1

11 予 備 費 300,000 300,000 0 100.0% 0 300,000

222,892,000 210,700,000 12,192,000 105.8% 76,282,762 146,609,238

令和６年度一般会計当初予算　歳出（教育費）　経費別前年度比較

（単位：千円）

本年度予算額 前年度予算額 比較増（△）減
前年比

（%)

17,204,004 13,728,260 3,475,744 125.3%

715 21,905 △ 21,190 3.3%

7,602,029 11,531,905 △ 3,929,876 65.9%

24,806,748 25,282,070 △ 475,322 98.1%

款職員費のうち教育に関するもの　経費前年度比較
（単位：千円）

本年度予算額 前年度予算額 比較増（△）減
前年比

（%)

3,493,791 3,376,155 117,636 103.5%

2,476,084 2,036,671 439,413 121.6%

5,969,875 5,412,826 557,049 110.3%

本年度予算額の財源内訳

特定財源 一般財源額
款 本年度予算額 前年度予算額 比較増（△）減

前年比
（%)

常勤職員（再任用含む）

会計年度任用職員

合 計

102.1%

歳 出 合 計

既 定 事 業

臨 時 事 業

投 資 事 業

合 計
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　　臨時事業 款名　　教育費

事　　　　業　　　　名 （千円） 特 定 財 源 内 訳 （千円） 摘　　　　　　　　　　要
学校跡地活用事業

　予算額 715 その他特定財源 11,393 学校跡地活用事業
　旧新泉小学校跡地の活用

　特定財源 11,393

　一般財源 -10,678

教育費 合計

　予算額 715

　特定財源 11,393

　一般財源 -10,678
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　　投資事業 款名　　教育費

事　　　　業　　　　名 （千円） 特 定 財 源 内 訳 （千円） 摘　　　　　　　　　　要
特別支援学級・学校の環境整備

　予算額 350,481 国庫 学校施設建設費負 68,800 済美養護学校中学部増築・改修工事
担金 　所在地　　堀ノ内二丁目５番26号

　特定財源 283,773 　（済美教育センター等併設）
国庫 学校施設建設費補 67,973 　延床面積　４，０３７．５８㎡

　一般財源 66,708 助金 　　　　　　（済美教育センター等含む）
　工事期間　令和６年６月～令和７年８月

繰入 施設整備基金繰入 147,000 　－令和７年度までの債務負担行為－
金

工事監理
　－令和７年度までの債務負担行為－

埋蔵文化財調査

厨房機器購入費
　－令和７年度までの債務負担行為－

済美教育センター環境整備

　予算額 262,641 繰入 施設整備基金繰入 204,000 済美養護学校中学部増築・改修工事に伴う済美教
金 育センター改修工事

　特定財源 204,000 　所在地　　堀ノ内二丁目５番26号
　（済美養護学校中学部等併設）

　一般財源 58,641 　延床面積　４，０３７．５８㎡
　　　　　　（済美養護学校中学部等含む）
　工事期間　令和６年６月～令和７年８月
　－令和７年度までの債務負担行為－

工事監理
　－令和７年度までの債務負担行為－

改修工事期間中の物品保管

小学校の施設整備

　予算額 341,188 国庫 学校施設建設費補 7,409 施設整備
助金 　校舎外壁補修　　　　 １校

　特定財源 182,409 　給食室改修　　　　　 １校
繰入 施設整備基金繰入 175,000

　一般財源 158,779 金 その他施設整備
　三谷小学校放送設備改修ほか　　　　延３校

施設整備の事務経費

杉並第一小学校の改築

　予算額 68,547 調査及び測量
　耐力度調査

　特定財源 0
設計

　一般財源 68,547 　基本・実施設計
　－令和８年度までの債務負担行為－

土地建物借料

建設事務費
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　　投資事業 款名　　教育費

事　　　　業　　　　名 （千円） 特 定 財 源 内 訳 （千円） 摘　　　　　　　　　　要
杉並第二小学校の改築

　予算額 327,135 国庫 学校施設建設費補 41,794 解体工事
助金

　特定財源 219,794 環境整備工事
繰入 施設整備基金繰入 178,000 　環境整備工事

　一般財源 107,341 金 　－令和７年度までの債務負担行為－
　工事監理
　－令和７年度までの債務負担行為－
　埋蔵文化財調査

建設事務費

落成式

調査及び測量
　境界確認・土地地積更正登記

設計
　擁壁再設計

小学校の長寿命化改修

　予算額 1,148,692 国庫 学校施設建設費補 127,871 久我山小学校　設計
助金

　特定財源 629,498 久我山小学校　工事
都支 防災機能強化のた 17,627 　－令和７年度までの債務負担行為－

　一般財源 519,194 めの都公立学校施
設トイレ整備支援 杉並第十小学校　設計
事業補助金

堀之内小学校　工事
繰入 施設整備基金繰入 484,000 　－令和７年度までの債務負担行為－

金
桃井第三小学校　設計・工事

高井戸小学校の増築

　予算額 250,476 国庫 学校施設建設費補 11,535 建設工事
助金 　所在地　　高井戸西二丁目２番

　特定財源 190,910 　（高井戸学童クラブ(校内育成室)併設）
都支 公立学校木の教育 11,375 　延床面積　９２８．４４㎡

　一般財源 59,566 環境整備補助事業 　　　　　　（増築部分のみ／学童クラブ含む）
補助金 　工事期間　令和５年11月～令和６年８月

繰入 施設整備基金繰入 168,000 工事監理
金

建設事務費

初度調弁

中学校の施設整備

　予算額 202,405 国庫 学校施設建設費補 6,702 施設整備
助金 　給食室改修　　　　　 １校

　特定財源 109,702 　－令和７年度までの債務負担行為－
繰入 施設整備基金繰入 103,000 　受変電設備取替　　   １校

　一般財源 92,703 金 　－令和７年度までの債務負担行為－
　乗用エレベーター取替 １校

その他施設整備
　向陽中学校防球網改修ほか　　　　　延３校
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　　投資事業 款名　　教育費

事　　　　業　　　　名 （千円） 特 定 財 源 内 訳 （千円） 摘　　　　　　　　　　要
富士見丘小・中学校の改築
（中学校費）

　予算額 445,216 国庫 学校施設建設費補 112,747 建設・解体工事
助金 　所在地　　久我山二丁目20番

　特定財源 430,747 　延床面積　６，６２０．８８㎡
繰入 施設整備基金繰入 51,000 　工事期間　令和５年11月～令和８年２月

　一般財源 14,469 金 　－令和７年度までの債務負担行為－

区債 教育債 267,000 工事監理
　－令和７年度までの債務負担行為－
　（令和６年度予算計上はなし）

建設事務費

中瀬中学校の改築

　予算額 1,015,247 国庫 学校施設建設費負 3,524 仮設建物借料
担金  仮設校舎賃借

　特定財源 834,795 　－令和７年度までの債務負担行為－
国庫 学校施設建設費補 107,271

　一般財源 180,452 助金 建設工事
　所在地　　下井草四丁目３番

繰入 施設整備基金繰入 116,000 　延床面積　８，１８０．２４㎡
金 　工事期間　令和５年11月～令和７年11月

　－令和７年度までの債務負担行為－
区債 教育債 608,000

工事監理
　－令和７年度までの債務負担行為－
　（令和６年度予算計上はなし）

調査及び測量
　土壌汚染状況調査

厨房機器購入費
　－令和７年度までの債務負担行為－

建設事務費

中学校の長寿命化改修

　予算額 1,161,398 国庫 学校施設建設費補 141,326 高井戸中学校　工事
助金 　－令和７年度までの債務負担行為－

　特定財源 612,844
都支 防災機能強化のた 16,518 井荻中学校　　設計・工事

　一般財源 548,554 めの都公立学校施
設トイレ整備支援 泉南中学校　　設計・工事
事業補助金

松ノ木中学校　設計
繰入 施設整備基金繰入 455,000

金 大宮中学校　　設計
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　　投資事業 款名　　教育費

事　　　　業　　　　名 （千円） 特 定 財 源 内 訳 （千円） 摘　　　　　　　　　　要
神明中学校の改築

　予算額 1,045,490 国庫 学校施設建設費補 106,774 仮設建物借料
助金  仮設校舎賃借

　特定財源 782,774 　－令和９年度までの債務負担行為－
繰入 施設整備基金繰入 108,000

　一般財源 262,716 金 建設工事
　所在地　　南荻窪二丁目37番

区債 教育債 568,000 　延床面積　８，１０２．２５㎡
　工事期間　令和６年９月～令和９年７月
　－令和９年度までの債務負担行為－

工事監理
　－令和９年度までの債務負担行為－

建設事務費

西宮中学校の改築

　予算額 162 設計
　設計事務費

　特定財源 0

　一般財源 162

天沼中学校の改築

　予算額 173 建設事務費
　計画事務費

　特定財源 0

　一般財源 173

高円寺図書館の移転改築

　予算額 982,778 国庫 二酸化炭素排出抑 12,215 改築工事
制対策事業費等補 　所在地　　高円寺南二丁目40番

　特定財源 802,139 助金 　((仮称)コミュニティふらっと高円寺南等併設)
　延床面積　４，７８８．０１㎡

　一般財源 180,639 都支 地産地消型再エネ 5,924 　　　　　　　（施設全体の面積）
増強プロジェクト 　工事期間　令和４年11月～令和６年11月
助成金

工事監理
繰入 施設整備基金繰入 192,000

金 建設事務費

区債 教育債 592,000 開設準備

初度調弁

教育費 合計

　予算額 7,602,029

　特定財源 5,283,385

　一般財源 2,318,644
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令和６年度当初予算　教育費　事業別一覧

№ 事業名 06当初予算額 06特定財源 06一般財源 05当初予算額 前年度比

1 杉並区教育委員会の運営 15,906 1 15,905 15,066 105.6%

2 ◆ 新しい学校づくりの推進 0 0 0 10 0.0%

3 地域運営学校等推進 45,145 0 45,145 35,582 126.9%

4 学校の支援 241,855 47,179 194,676 213,386 113.3%

5 学校跡地活用事業 715 11,393 △ 10,678 729 98.1%

6 教育委員会事務局の庶務事務 11,505 1 11,504 11,515 99.9%

7 学校人事・給与事務 1,138,170 1 1,138,169 1,004,417 113.3%

8 学校職員福利厚生 12,372 8,978 3,394 11,702 105.7%

9 就学事務 86,063 73,783 12,280 28,692 300.0%

10 特別支援教育 229,588 16,676 212,912 207,061 110.9%

11 高校生奨学資金貸付 14,719 42,030 △ 27,311 17,088 86.1%

12 児童・生徒の健康推進 14,180 0 14,180 12,780 111.0%

13 学校職員の健康管理 51,955 0 51,955 49,734 104.5%

14 教育職員人事事務 133,343 0 133,343 816 16341.1%

15 特別支援学級・学校の環境整備 350,481 283,773 66,708 198,636 176.4%

16 国際理解教育の推進 164,679 9,363 155,316 151,414 108.8%

17 情報教育の推進 3,191,356 339,007 2,852,349 2,481,988 128.6%

18 通学路の設置管理 296,085 0 296,085 249,335 118.7%

19 学校給食の推進 3,712,860 954,290 2,758,570 1,759,655 211.0%

20 区立学校教育活動の推進 27,824 0 27,824 29,492 94.3%

21 児童・生徒災害共済給付 28,531 0 28,531 28,400 100.5%

22 済美教育センター運営管理 5,711 0 5,711 6,065 94.2%

23 教育相談等運営 62,252 62,873 △ 621 19,312 322.3%

24 教職員の研修 6,649 342 6,307 8,079 82.3%

25 学校教育への支援 58,394 10,638 47,756 72,239 80.8%

26 学校支援教職員 76 4 72 194 39.2%

27 就学前教育 3,583 0 3,583 4,061 88.2%

28 学校図書館の充実 3,140 0 3,140 2,982 105.3%

29 いじめ対策の充実 705 0 705 898 78.5%

30 済美教育センター維持管理 54,609 97 54,512 56,264 97.1%

31 就学前教育支援センター維持管理 18,841 0 18,841 18,337 102.7%

32 済美教育センター環境整備 262,641 204,000 58,641 270,976 96.9%

33 小学校の運営管理 3,076,652 34,854 3,041,798 2,729,137 112.7%

34 小学校の維持管理 178,198 5,932 172,266 127,271 140.0%

35 小学校の健康管理 196,109 868 195,241 194,797 100.7%

36 小学校の移動教室 331,879 21,847 310,032 281,469 117.9%

37 小学校就学諸援助 76,865 36 76,829 194,731 39.5%

38 小学校障害児就学奨励 1,306 569 737 2,388 54.7%

39 小学校の施設整備 341,188 182,409 158,779 420,238 81.2%

40 ◆ 小学校空調設備整備 0 0 0 156,321 0.0%

（単位：千円）
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№ 事業名 06当初予算額 06特定財源 06一般財源 05当初予算額 前年度比

41 ★ 杉並第一小学校の改築 68,547 0 68,547 0 －

42 ◆ 富士見丘小・中学校の改築（小学校費） 0 0 0 2,562,141 0.0%

43 杉並第二小学校の改築 327,135 219,794 107341 2,973,591 11.0%

44 小学校の長寿命化改修 1,148,692 629,498 519,194 475,081 241.8%

45 高井戸小学校の増築 250,476 190,910 59,566 127,165 197.0%

46 中学校の運営管理 1,281,482 15,600 1,265,882 1,295,194 98.9%

47 中学校の維持管理 67,860 0 67,860 52,158 130.1%

48 中学校の健康管理 90,179 230 89,949 90,593 99.5%

49 中学校の移動教室 170,216 10,305 159,911 155,829 109.2%

50 中学校就学諸援助 109,389 526 108,863 190,135 57.5%

51 中学校障害児就学奨励 1,903 811 1,092 2,968 64.1%

52 中学校の施設整備 202,405 109,702 92,703 290,387 69.7%

53 ◆ 中学校空調設備整備 0 0 0 82,929 0.0%

54 富士見丘小・中学校の改築（中学校費） 445,216 430,747 14,469 1,031,380 43.2%

55 中瀬中学校の改築 1,015,247 834,795 180,452 1,607,533 63.2%

56 中学校の長寿命化改修 1,161,398 612,844 548,554 323,889 358.6%

57 神明中学校の改築 1,045,490 782,774 262,716 171,648 609.1%

58 西宮中学校の改築 162 0 162 115,944 0.1%

59 ★ 天沼中学校の改築 173 0 173 0 －

60 社会教育委員 980 0 980 1,048 93.5%

61 社会教育の振興 8,962 1,992 6,970 9,658 92.8%

62 学校開放施設の団体・区民利用等 118,793 16,364 102,429 118,521 100.2%

63 文化財調査・保護 13,845 3,000 10,845 96,207 14.4%

64 地域教育力の向上 10,725 0 10,725 11,382 94.2%

65 郷土博物館の運営管理 14,904 1,783 13,121 13,175 113.1%

66 図書館運営 1,394,455 0 1,394,455 1,296,510 107.6%

67 次世代型科学教育の推進 19,500 14,785 4,715 19,500 100.0%

68 社会教育事業の運営 16,016 36 15,980 15,159 105.7%

69 社会教育センター維持管理 117,835 3 117,832 115,251 102.2%

70 郷土博物館の維持管理 46,041 29 46,012 45,669 100.8%

71 図書館施設維持管理 204,050 1,364 202,686 172,946 118.0%

72 科学の拠点等の維持管理 25,764 0 25,764 21,176 121.7%

73 ◆ 社会教育センターの改修 0 0 0 2,349 0.0%

74 高円寺図書館の移転改築 982,778 802,139 180,639 244,300 402.3%

75 ◆ 次世代型科学教育の新たな拠点等の整備 0 0 0 453,877 0.0%

76 宮前図書館の改築 0 0 0 23,520 0.0%

教育費　合計 24,806,748 6,990,975 17,815,773 25,282,070 98.1%

★ は当該年度からの事業

◆ は廃止事業
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債務負担行為

（単位：千円）
期　　　　間

令和７年度まで

令和８年度まで

令和７年度まで

令和７年度まで

令和７年度まで

令和７年度まで

令和７年度まで

令和７年度まで

令和７年度まで

令和９年度まで
神 明 中 学 校 の 改 築
（ 整 備 工 事 ・ 解 体 工 事 ）

４，８４６，０００

中 学 校 の 施 設 整 備
（阿佐ヶ谷中学校受変電設備取替工事）

５６，０００

中 瀬 中 学 校 の 改 築
（ 厨 房 機 器 購 入 ）

３８，０００

中 学 校 の 長 寿 命 化 改 修
（高井戸中学校受変電設備取替工事）

４６，０００

小 学 校 の 長 寿 命 化 改 修
（久我山小学校受変電設備取替工事）

３３，０００

小 学 校 の 長 寿 命 化 改 修
（堀之内小学校受変電設備取替工事）

３３，０００

中 学 校 の 施 設 整 備
（ 阿 佐 ヶ 谷 中 学 校 給 食 室 改 修 工 事 ）

１２０，０００

特 別 支 援 学 級 ・ 学 校 の 環 境 整 備
（ 厨 房 機 器 購 入 ）

２７，０００

杉 並 第 一 小 学 校 の 改 築
（ 基 本 実 施 設 計 ）

１８１，０００

杉 並 第 二 小 学 校 の 改 築
（ 環 境 整 備 工 事 ）

３３５，０００

事　　　　　　項 限　　　　度　　　　額
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（単位：千円）

事　　　　　　項 限　　度　　額

期　　間 金　　額 期　　間 金　　額 国都支出金 地　方　債 そ　の　他

令和2年度

344,000 ～ 270,285 令和6年度 72,781 0 0 0 72,781

令和5年度

令和2年度

366,000 ～ 288,246 令和6年度 77,611 0 0 0 77,611

令和5年度

令和2年度

344,000 ～ 265,868 令和6年度 78,037 0 0 0 78,037

令和5年度

令和3年度

461,000 ～ 185,130 令和6年度 0 0 0 0 0

令和5年度

令和3年度

358,000 ～ 263,306 令和6年度 94,570 0 0 0 94,570

令和5年度

令和3年度

297,000 ～ 216,736 令和6年度 80,189 0 0 0 80,189

令和5年度

令和3年度

325,000 ～ 236,822 令和6年度 88,149 0 0 0 88,149

令和5年度

令和3年度

337,000 ～ 247,681 令和6年度 89,106 0 0 0 89,106

令和5年度

令和3年度

294,000 ～ 214,044 令和6年度 79,372 0 0 0 79,372

令和5年度

令和3年度 令和6年度

764,000 ～ 188,072 ～ 252,515 0 0 0 252,515

令和5年度 令和7年度

令和4年度

1,086,000 ～ 244,200 令和6年度 822,059 18,139 575,200 185,000 43,720

令和5年度

令和4年度 令和6年度

595,000 ～ 113,270 ～ 475,244 0 0 0 475,244

令和5年度 令和9年度

154,000 令和5年度 ― 令和6年度 121,850 36,510 0 0 85,340

225,000 令和5年度 ― 令和6年度 212,310 22,910 0 0 189,400

16,000 令和5年度 ― 令和6年度 15,356 0 0 0 15,356

令和6年度

3,492,000 令和5年度 ― ～ 3,490,966 240,095 0 0 3,250,871

令和7年度

令和6年度

4,378,000 令和5年度 ― ～ 4,376,819 503,888 0 0 3,872,931

令和7年度

令和6年度

1,420,000 令和5年度 ― ～ 1,029,930 0 0 0 1,029,930

令和9年度

164,000 令和5年度 ― 令和6年度 0 0 0 0 0

41,000 令和5年度 ― 令和6年度 0 0 0 0 0

令和6年度

897,000 令和5年度 ― ～ 896,946 448,472 0 0 448,474

令和7年度

令和6年度

715,000 令和5年度 ― ～ 714,493 0 0 0 714,493

令和7年度

令和6年度

429,000 令和5年度 ― ～ 428,500 0 0 0 428,500

令和10年度

指定管理者制度による
永福図書館の管理運営

済美教育センター環境整備
（済美養護学校中学部増築・改
修工事に伴う済美教育センター
改修工事）

特別支援学級・学校の環境整備
（済美養護学校中学部増築・改
修工事）

宮前図書館の改築
（基本実施設計）

高井戸小学校の増築

中学校の施設整備
（宮前中学校昇降機取替工事）

富士見丘小・中学校の改築（中
学校）

中瀬中学校の改築

神明中学校の改築
（仮設校舎賃借）

西宮中学校の改築
（基本実施設計）

一　般　財　源

杉並第二小学校の改築
（解体工事）

指定管理者制度による
社会教育センターの管理運営

高円寺図書館の移転改築
（整備工事）

指定管理者制度による
方南図書館の管理運営

杉並第二小学校の改築
（仮設校舎賃借）

中瀬中学校の改築
（仮設校舎賃借）

指定管理者制度による
高井戸図書館の管理運営

指定管理者制度による
成田図書館の管理運営

指定管理者制度による
阿佐谷図書館の管理運営

指定管理者制度による
今川図書館の管理運営

指定管理者制度による
宮前図書館の管理運営

  債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額または支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

前　年　度　末　ま　で　の
当該年度以降の支出予定額

指定管理者制度による
南荻窪図書館の管理運営

指定管理者制度による
下井草図書館の管理運営

左　　　の　　　財　　　源　　　内　　　訳

支　　出　（見　　込）　　額 特　　　定　　　財　　　源
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地方債
（単位：千円）

起　債　の　目　的 限 度 額 起債の方法 利 率 償還の方法 備　考

証券発行又は ５．０％ 起 債 の と 金 融

1 富士見丘小・中学校の改築 267,000 普通貸借の方法 以　内 きから据置 事 情 そ

（中学校費） により政府その （ た だ 期間を含め の 他 の

他から起債する。 し 、 利 ３ ０ 年 以 内 都 合 に

2 中瀬中学校の改築 608,000 証券発行の場 率 見 直 に 元 利 均 よ り 、

合における発行 し 方 式 等、元金均 起 債 額

価 格 は 、 額 面 で 借 り 等、満期一 の 全 部

3 神明中学校の改築 568,000 １ ０ ０ 円 に つ き 入 れ る 括その他の 又 は 一

９ ８ 円 以 上 と す 資 金 に 方法で償還 部 を 翌

る。 ついて、 する。 年 度 に

4 高円寺図書館の移転改築 592,000 なお、証券発 利 率 の た だ し 、 繰 延 起

行の場合におい 見 直 し 融通条件又 債 す る

て発行価格が額 を 行 っ は財政の都 こ と も

面金額を下回る た 後 に 合に よ り償 あ る 。

と き は 、 そ の 発 お い て 還年限を短

行価格差減額を は 、 当 縮し、繰上

埋めるために必 該 見 直 償還をする

要な金額を左欄 し 後 の こともある。

の限度額に加算 利 率 ）

した金額を限度

額 と す る こ と も

ある。

2,035,000

番号

合　　　　　　計
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施設整備基金繰入金・起債等充当一覧
（単位：千円）

国・都支出金 繰　入　金（８０％） 特別区債 そ　の　他 計

850,276 18,139 192,000 592,000 0 802,139 48,137
（国庫・都支出金）

特別支援学級・学校の環境整備 321,266 136,773 147,000 0 0 283,773 37,493
（国庫支出金）

済美教育センター環境整備 255,900 0 204,000 0 0 204,000 51,900

小学校の施設整備 325,879 7,409 175,000 0 0 182,409 143,470
（国庫支出金）

中学校の施設整備 194,828 6,702 103,000 0 0 109,702 85,126
（国庫支出金）

杉並第二小学校の改築 265,350 41,794 178,000 0 0 219,794 45,556
（国庫支出金）

高井戸小学校の増築 233,953 22,910 168,000 0 0 190,910 43,043
（国庫・都支出金）

富士見丘中学校の改築 443,700 112,747 51,000 267,000 0 430,747 12,953
（国庫支出金）

中瀬中学校の改築 864,600 110,795 116,000 608,000 0 834,795 29,805
（国庫支出金）

神明中学校の改築 810,400 106,774 108,000 568,000 0 782,774 27,626
（国庫支出金）

小学校の長寿命化改修 1,025,597 145,498 484,000 0 0 629,498 396,099
（国庫・都支出金）

中学校の長寿命化改修 982,847 154,598 455,000 0 0 609,598 373,249
（国庫・都支出金）

小中一貫校の施設整備（高円寺地区）（借換債） 0 0 0 0

合　　　　　　計 6,574,596 864,139 2,381,000 2,035,000 0 5,280,139 1,294,457

杉並第八小学校
跡地複合施設

事　　　　　　業　　　　　　名 計　上　額
特　　　　　　定　　　　　　財　　　　　　源

一般財源
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（単位：円）

歳入 歳入

次世代育成基金繰入金 予算事業名 繰入額
子どもに
かかる経費

基金活用額 繰入額
子どもに
かかる経費

基金活用額

小学生名寄自然体験交流事業 社会教育の振興 1,992,000 3,984,793 1,992,000 2,151,000 4,303,650 2,151,000

中学生小笠原自然体験交流 学校教育への支援 2,969,000 5,939,396 2,969,000 3,391,000 6,783,319 3,391,000

中学生海外留学 国際理解教育の推進 9,363,000 18,726,115 9,363,000 11,352,000 22,826,250 11,352,000

14,324,000 28,650,304 14,324,000 16,894,000 33,913,219 16,894,000合計

令和6年度 次世代育成基金繰入金　充当一覧　

令和６年度 令和５年度（当初予算額）

歳出 歳出
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令和５－６年度　基金の状況

積立基金の状況 （単位：千円）

施 設 整 備 財 政 調 整 Ｎ Ｐ Ｏ 社 会 福 祉 区 営 住 宅 次世代育成 森 林 環 境 介護給付費

基 金 基 金 支 援 基 金 基 金 整 備 基 金 基 金 譲与税基金 準 備 基 金

30 年 度 末 残 高 7,356,418 42,501,143 1,631,469 8,077 626,677 2,323,233 13,950 98,921 ― 54,559,888 3,237,292 57,797,180

元 年 度 積 立 額 4,004,389 5,756,680 1,079,411 1,242 5,614 136,275 18,243 19,602 ― 11,021,456 943,227 11,964,683

元 年 度 取 崩 額 2,390,000 2,451,438 61,600 1,143 0 92,000 447 18,039 ― 5,014,667 674,834 5,689,501

元 年 度 末 残 高 8,970,807 45,806,385 2,649,280 8,176 632,291 2,367,508 31,746 100,484 0 60,566,677 3,505,685 64,072,362

２ 年 度 積 立 額 4,004,393 1,413,580 1,275,965 707 154,318 159,112 5,890 9,362 10,000 7,033,327 1,602,172 8,635,499

２ 年 度 取 崩 額 2,101,000 6,378,318 235,200 1,056 0 130,000 447 6,176 0 8,852,197 1,046,885 9,899,082

２ 年 度 末 残 高 10,874,200 40,841,647 3,690,045 7,827 786,609 2,396,620 37,189 103,670 10,000 58,747,807 4,060,972 62,808,779

３ 年 度 積 立 額 6,007,969 21,072,622 910,917 6,816 19,683 128,204 17,949 19,211 6 28,183,377 1,270,644 29,454,021

３ 年 度 取 崩 額 2,317,000 13,355,444 1,994,400 1,274 3,000 61,000 447 7,988 0 17,740,553 273,554 18,014,107

３ 年 度 末 残 高 14,565,169 48,558,825 2,606,562 13,369 803,292 2,463,824 54,691 114,893 10,006 69,190,631 5,058,062 74,248,693

４ 年 度 積 立 額 8,010,550 9,201,974 823,212 692 2,065 147,823 12,355 10,824 52,281 18,261,776 913,546 19,175,322

４ 年 度 取 崩 額 2,061,000 355,789 818,800 974 0 129,000 445 19,220 0 3,385,228 628,111 4,013,339

４ 年 度 末 残 高 20,514,719 57,405,010 2,610,974 13,087 805,357 2,482,647 66,601 106,497 62,287 84,067,179 5,343,497 89,410,676

５ 年 度 当 初 積 立 予 算 額 12,080 34,560 715,454 2,009 4,300 131,333 7,464 10,069 16 917,285 115,172 1,032,457

５ 年 度 当 初 取 崩 予 算 額 2,668,000 0 564,000 2,000 0 131,000 5,000 33,083 0 3,403,083 924,253 4,327,336

５ 年 度 補 正 第 １ 号 積 立 予 算 額 0 0

５ 年 度 補 正 第 １ 号 取 崩 予 算 額 268,646 268,646 268,646

５ 年 度 補 正 第 ２ 号 積 立 予 算 額 0 0

５ 年 度 補 正 第 ２ 号 取 崩 予 算 額 162,751 162,751 162,751

５ 年 度 補 正 第 ３ 号 積 立 予 算 額 0 0

５ 年 度 補 正 第 ３ 号 取 崩 予 算 額 1,174,976 1,174,976 1,174,976

５ 年 度 補 正 第 ４ 号 積 立 予 算 額 5,001,500 547,280 1,573 5,550,353 5,550,353

５ 年 度 補 正 第 ４ 号 取 崩 予 算 額 0 0

５ 年 度 補 正 第 ５ 号 積 立 予 算 額 0 0

５ 年 度 補 正 第 ５ 号 取 崩 予 算 額 0 0

５ 年 度 補 正 第 ６ 号 積 立 予 算 額 118,500 118,500 118,500

５ 年 度 補 正 第 ６ 号 取 崩 予 算 額 0 0

５ 年 度 補 正 第 ８ 号 積 立 予 算 額 2,842,615 940,593 3,783,208 991,280 4,774,488

５ 年 度 補 正 第 ８ 号 取 崩 予 算 額 △ 85,000 △ 85,000 △ 85,000

５ 年 度 積 立 予 算 額 計 7,856,195 1,640,933 715,454 2,009 4,300 131,333 7,464 11,642 16 10,369,346 1,106,452 11,475,798

５ 年 度 取 崩 予 算 額 計 2,583,000 1,606,373 564,000 2,000 0 131,000 5,000 33,083 0 4,924,456 924,253 5,848,709

５ 年 度 末 残 高 見 込 額 25,787,914 57,439,570 2,762,428 13,096 809,657 2,482,980 69,065 85,056 62,303 89,512,069 5,525,696 95,037,765

増 減 額 ( ５ 年 度 末 残 高 見 込 額 - ４ 年 度 末 残 高 ) 5,273,195 34,560 151,454 9 4,300 333 2,464 △ 21,441 16 5,444,890 182,199 5,627,089

増 減 率 ( ５ 年 度 末 残 高 見 込 額 / ４ 年 度 末 残 高 ) 125.7% 100.1% 105.8% 100.1% 100.5% 100.0% 103.7% 79.9% 100.0% 106.5% 103.4% 106.3%

６ 年 度 当 初 積 立 予 算 額 23,210 51,696 596,087 1,512 4,300 129,888 8,769 10,096 70 825,628 49,581 875,209

６ 年 度 当 初 取 崩 予 算 額 3,826,000 0 558,760 1,500 116,504 91,239 42,018 27,349 26,611 4,689,981 847,051 5,537,032

６ 年 度 末 残 高 見 込 額 21,985,124 57,491,266 2,799,755 13,108 697,453 2,521,629 35,816 67,803 35,762 85,647,716 4,728,226 90,375,942

小　　　計 合　　　計基　　金　　名 減 債 基 金 みどりの基金

20



 

1 

 

   30,233,030千円 

教育委員会では、引き続き「杉並区教育ビジョン 2022」及び「杉並区教育ビジョン 2022

推進計画」に基づき、教育行政を推進するとともに、区民一人ひとりの主体的な実践の後押

しとなる取組を進めていきます。また、杉並区総合計画・実行計画等の改定を踏まえ、「杉

並区教育ビジョン 2022 推進計画」の改定を行います。 

 就学前教育分野では、就学前教育支援センターを拠点として、区立子供園で行う就学前教

育の研究成果を区全域の就学前教育施設に発信、共有するとともに、研修企画に生かすなど、

幼児の実情に応じた教育を更に推進します。また、幼保小連携の取組を積極的に進めるため

に就学前教育推進チームによる各小学校の幼保小連携担当者への支援やスタートカリキュ

ラムの充実を図ります。加えて、発達の遅れや特性のある子どもたちが、就学前後において

切れ目なく、一人ひとりの発達段階に応じた適切な教育を受けられるよう、相談支援の充実

を図ります。 

 学校教育分野では、人々の生き方が多様化する中で、全ての子どもたちが、自分らしく生

きる力や学び続ける力を育むことができるよう、学校の教育活動の支援を行います。そのた

め、一人ひとりに応じた学びや他者と協力する学びの実現に向け、児童・生徒 1人 1台専用

タブレット端末など、ＩＣＴの更なる活用による学習環境の充実を図ります。また、不登校

児童・生徒のそれぞれの状況に応じた教育の機会を確保するため、学校や関係機関との連携

を推進し、社会的自立に向けた支援の充実を図るとともに、児童・生徒の悩みや課題に適切

に対応するため、スクールカウンセラーの配置日数を拡充するなど、教育相談体制の更なる

充実を図ります。このほか、通常学級における特別支援教育の推進や教員の働き方改革の推

進、部活動支援の充実を図るとともに、学校運営協議会と学校支援本部との連携を強化し、

より多くの地域住民が教育の当事者として、様々な活動に関わる機会が広がるよう、地域と

共にある学校づくりの充実を図っていきます。さらに、子育てにおける経済的負担の軽減を

図るため、学校給食費無償化を継続します。 

 学校教育環境の整備・充実では、「杉並区立学校施設整備計画（第 2次改築計画）」に基

づき、引き続き富士見丘小学校と富士見丘中学校の一体的整備を行うとともに、杉並第二小

学校、中瀬中学校、神明中学校の改築や久我山小学校の長寿命化改修に加え、新たに杉並第

一小学校の基本設計、杉並第十小学校の長寿命化改修に向けた設計を行います。 

生涯学習分野では、地域の人や資源を結びつけ、人づくりや地域づくりにつなげる役割を

担う社会教育士を育成するとともに、社会教育士等の活動を支える学び合いの場を設けま

す。また、荻外
てきがい

荘
そう

の公開に合わせ、陽明文庫の所蔵資料等を荻外荘に展示するほか、郷土博

物館でも特別展を開催するなど、歴史・文化に親しむ機会の充実を図ります。一方、図書館

では、ＩＣタグシステムの導入や図書館ホームページのリニューアル等を通じて図書館サ

ービスの充実を図るとともに、閲覧席の一部に座席予約システムを設けることで利用環境

の向上を図ります。さらに、高円寺図書館については移転・改築し、多世代が利用できる（仮

称）コミュニティふらっと高円寺南との複合施設として整備します。 

 教育委員会事務局 

令和６年度主要事業の概要 

令和６年度予算 

参考資料 
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                             就学前教育支援センター 

 

事業の目的・概要 

 就学前教育支援センターでは、幼児教育アドバイザー※1 による区立子供園訪問をこれま

で以上に行い、若手教諭育成や園運営に関する助言・支援を強化します。 

また、区立子供園で行う就学前教育の研究成果を活用しながら、就学前教育支援センター

を拠点として、区内全ての就学前教育施設（幼稚園・子供園・保育所等）に対する教育的支

援を実施し、就学前教育の更なる質の向上を目指します。 
 

※1  幼児教育アドバイザー…幼稚園や小学校の管理職経験者等で、区内の就学前教育施設（機関）を訪問し、保育観 

察やヒアリング等を通じて把握した課題について、解決に向けた助言を行うアドバイザー 

 

主な取組内容 

 就学前教育の調査・研究の推進と質の向上 

子供園における「幼児期に育みたい資質・能力」をテーマとする教育課題研究や、就

学前教育支援センターが併設する成田西子供園と連携・協働し、成田西子供園が抱える

教育課題をテーマとした実践的研究を行います。 

また、幼児教育アドバイザーが、区全域の就学前教育施設におけるカリキュラム・マ

ネジメント※2 の充実や特別な配慮を必要とする幼児の教育的支援の取組を各園の特徴

も踏まえながら進めていきます。 

これらの成果を研究発表会や区ホームページ等を通じて区全域の就学前教育施設に

発信・共有するとともに、次年度の研修企画に生かすことで、幼児教育研修や特別支援

教育研修等の充実と保育者の就学前教育への理解の深化を図り、幼児の実態に応じた

教育を更に推進します。 

 
※2  カリキュラム・マネジメント…各就学前教育施設が教育目標を実現するために、教育課程を計画的かつ組

織的に編成・実施・評価し、教育の質を向上すること 

 

 幼保小連携の推進 

小学校全校で実施する「幼保小接続期カリキュラム・連携プログラム」に基づく交流

活動、保育者と小学校教員の連携などの取組を充実させるため、引き続き就学前教育推

進チーム※3 による小学校の幼保小連携担当者※4 の支援や各校のスタートカリキュラム
※5の充実を進めていきます。 

また、令和 4 年度から実施している高井戸第三小学校を研究実施校とした幼保小連

携の充実に向けた研究については、研究成果を学識経験者の知見も活用しながらまと

め、研究授業の実施、区ホームページへの掲載及びリーフレットの配布により小学校及

び就学前教育施設に共有を図り、幼保小連携の取組を一層進めます。 

 
※3 就学前教育推進チーム…就学前教育を推進するために就学前教育支援センターに設置した、幼児教育アドバ

イザーと小学校校長経験者等からなる専門チームをいう 

※4 幼保小連携担当者…就学前教育施設及び小学校において、幼児期の教育と児童期の教育を円滑につなぎ、子

どもの発達や学びの連続性の保障を図る幼保小連携の取組を担当する保育者及び教員 

※5 スタートカリキュラム…小学校に入学した児童が、就学前教育施設での遊びや生活を通した学びと育ちを基

礎として、主体的に自己を発揮し、新しい学校生活を創り出していくための第 1学年入学当初のカリキュラ

ム 

【既定】 就学前教育 予算額    3,583千円 
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庶務課・済美教育センター 

 

事業の目的・概要 

 人々の生き方が多様化する中にあっても、人とのつながりと信頼を実感し、違いを認め生

かし合いながら、全ての子どもたちに生涯にわたって学び続ける力が育まれるよう、学校の

教育活動を支援していきます。 

 また、児童・生徒 1人 1 台専用タブレット端末と学習支援ソフトやデジタル教材を効果

的に活用し、一人ひとりに応じた学びと他者と協力する学びを推進します。 

さらに、教育ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）を推進し、教員がＩＣＴを日常

的に活用し、より効果的な授業を展開できるよう、ＩＣＴ活用指導力の更なる向上に取り組

みます。 

 

主な取組内容 

 学び続ける力を育む教育活動の支援 

杉並区教育ビジョン 2022 の実現に向け、多様な他者と協働し、主体的に課題を解決

しようとする探究的な学びの推進や、1人 1台専用タブレット端末を活用した、教育Ｄ

Ｘの推進など、当面する教育課題について、研究指定校に加え小学校・中学校間を超え

た教員等で構成されるグループによる実践的研究及び先行研究を進めます。 

   また、外国語教育については、小学校から中学校への連続性を意識して設定した指導

体制に基づき、ＡＬＴ（外国人英語指導助手）及びＪＴＥ（日本人英語指導助手）を配

置しています。教員との連携・協働をさらに強化し、ＡＬＴ及びＪＴＥのそれぞれの役

割を最大限に生かした学習活動を進めていくように支援することで、系統的な外国語

教育の更なる充実を図ります。 

 

 帰国・外国人児童生徒への支援 

区立学校に在籍する帰国・外国人児童生徒は、年々増加しており、学校からの日本語

指導の需要は増加しています。このため、児童・生徒が指導待ちとならないよう、学校

に講師が訪問して行う日本語の指導（訪問・補充指導）の要請に対し、派遣講師を早期

に確定し、着実に支援を実施していきます。 

また、学校での日本語の指導だけでは習得が不十分な児童・生徒、学校外でも日本語

を学びたい意欲のある児童・生徒を対象とした「子ども日本語教室」を文化・交流課、

杉並区交流協会とともに連携して運営し、日本語指導の充実を図ります。 

 

 

 

 

 

 

【既定】 学校教育への支援 予算額 1,158,394千円 

【既定】 国際理解教育の推進 予算額 1,164,679千円 

【既定】 情報教育の推進 予算額 3,191,356千円 

【既定】 教職員の研修 予算額 1,116,649千円 
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 児童・生徒 1人 1台専用タブレット端末の活用推進 

個別最適な学び(子ども一人ひとりに応じた学び)の実現のため、児童・生徒がＡＩ型

学習ドリルをはじめとした学習コンテンツを使って学習定着度に応じた個別学習を推

進します。また、協働的な学び(他者と協力する学び)の実現のため、百科事典データベ

ースやウェブ上の情報等を適切に活用するとともに、学習支援ソフトを用いて、更に学

びを広げ、深めるとともに、複数の意見や考え、表現をグループや学級全体で共有する

協働学習の充実を図ります。 

合わせて、ＩＣＴを活用した学習環境の維持のため、児童・生徒用タブレット端末や

電子黒板の機器更新を実施します。 

 

 教員研修の実施 

   多様な子どもの学びと成長を支える教員の専門性を高めるため、学校それぞれの課

題に応じた、校内研究・研修への支援、授業等の指導・助言を行う、訪問型要請研修を

充実します。また、教員一人ひとりの課題に応じたオンライン研修やオンデマンド動画

を拡充するほか、教育課題研究指定校・指定グループによる授業公開等の実施や参加を

通して、優れた指導法を学ぶ実践的な研修も実施します。 

   さらに、教員がＩＣＴを効果的に活用する指導力の向上を目的として、ＩＣＴに関す

る知識や活用スキルを学ぶことができる研修を引き続き行います。 

 

 学校ＩＣＴ支援員の配置拡充 

   学校に配備している児童・生徒 1 人 1 台タブレットやデジタル教材等の活用支援の

ため、ＩＣＴ機器の操作支援等を行う学校ＩＣＴ支援員について、学校への訪問日数を

現在の約週 2 日から約週 3 日に拡充することで、教職員の利活用技術の向上及び負担

軽減を図るとともに、児童・生徒の学習環境の向上を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

授業でタブレットを使う様子 
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                   教育人事企画課 

 

事業の目的・概要 

 学校を取り巻く環境が複雑化・多様化する中、学校に求められる期待や役割は増加し、

教員の業務負担の増大や長時間労働が恒常化しています。そのため、教員の負担軽減等を

目的として、各学校に庶務事務システムを導入し、教員の勤務時間を適切に把握するとと

もに、紙ベースで行われている出勤簿管理・休暇・旅行命令申請等の事務手続の業務の効

率化を図り、教員の働き方改革を一層推進します。 

 

 

主な取組内容 

 都費教職員等向け庶務事務システム導入及び運用準備 

令和 7 年度の導入に向けて、現在紙ベースで行っている出勤簿管理等の事務処理の

精査や学校職員及びシステム事業者へのヒアリングを踏まえ、必要な機能の検討とシ

ステムの仕様を確定し、必要な準備を進めます。 

 

 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 

学校庶務事務システム 

導入準備 

 

学校庶務事務システム 

導入・運用 

 小中学校全校 

特別支援学校 

学校庶務事務システム 

運用 

小中学校全校 

特別支援学校 

 

 

 

 

概略図

◆庶務事務クラウドシステム

◆教育委員会事務局

教育人事企画課

勤怠管理システム 経費精算システム

◆学校

・学校での出勤簿管理や旅費の精算申請などの

事務処理を電子化。

・クラウドシステムにて連携することで、学校と教育

委員会とでタイムリーにデータのやり取りが可能。

働き方改革の推進

データ連携

電子化

【既定】 教育職員人事事務 予算額 133,343千円 

 
新規 
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学務課 

 

事業の目的・概要 

 学校給食は、栄養バランスのとれた安全・安心な食事を提供し、児童・生徒の心身の健全

な発達を目指します。 

 

主な取組内容 

 学校給食費無償化の実施 

子育てを社会全体で支える視点から、子育てにおける経済的負担の軽減を図るため、

区立小・中・特別支援学校に在籍する児童・生徒に対し、学校給食を無償で提供します。 

 

学校 学校数（校） 児童生徒数（人） 予算額（千円） 

小学校 40 22,850 1,378,332 

中学校 23 6,900 501,906 

特別支援学校 1 190 12,977 

合計 64 29,940 1,893,215 

 

※ 国立・私立等へ通学する児童・生徒のいる世帯に対しては、給食費相当額の給付金

を支給します。 

 

 学校徴収金の公会計化 

 保護者の利便性の向上や、会計の透明性の確保および教職員の負担軽減を図るため、

学校徴収金を杉並区の会計に組み入れる公会計化へ向けた検討委員会、作業部会の立

ち上げを行い、検討を行います。令和 7年度の試行実施に向け、学校徴収金の公会計化

対象の範囲を検討し、その内容に沿ったシステム開発の業者選定を行います。 

 

 地産地消の取組 

   子どもたちが農産物の正しい理解や農業への興味・関心を高めるため、杉並区内の農

家の協力を得て、給食食材に杉並区内の野菜を使用した「地元野菜デー」を全校で実施

します。 

 

 

 

 

 

 

【既定】 学校給食の推進 予算額 3,712,860千円 

【臨時】 

 

国私立等給食費相当給付金事業（再掲） 

※子ども家庭部 P103 
予算額  483,843千円 

 
新規 
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学校支援課 

部活動指導員に係る予算は「会計年度任用職員（短時間）」に計上 

事業の目的・概要 

 保護者や地域住民等が学校運営に参画する地域運営学校（学校運営協議会）※1 の充実を

図り、誰もが教育の当事者として学び合い、教え合うことのできるまちを目指します。また、

多様な大人が教育の担い手として子どもの学びを支え、子どもと関わりながら大人自身も

学びを深めることができるよう地域教育連絡協議会※2 や地域教育推進協議会※3 の活動を支

援します。 

少子化の進展により、今後これまでと同様の体制で運営していくことが困難である部活

動については、生徒にとって魅力ある持続可能な新たなスポーツ活動等の確保に向けて、国

及び東京都が部活動に関するガイドラインに示した「学校部活動の地域クラブ活動への移

行」を視野に入れた取組を実施するとともに、喫緊の課題である教員の負担軽減等を図る

ため、並行して、部活動指導員の配置等を行い、部活動支援の取組の充実を図ります。 

 
※1 地域運営学校（学校運営協議会）…学校運営の基本方針の承認や運営に必要な支援について協議するために、保護 

者や地域住民等で構成された合議制の機関が学校運営協議会であり、この協議会を設置している学校のこと 

 

※2 地域教育連絡協議会…子どもたちの「生きる力」を育む環境づくりを目指し、青少年委員が事務局となって中学校

区単位で教育に関する懇談会や子どもたちを主体とした事業を行う組織 

 

※3 地域教育推進協議会…地域教育連絡協議会の組織・活動の成果を発展的に継承し、地域の多様な主体が協力・連携 

しながら 0歳から 15歳までの子どもの育成や教育に関わる課題の解決に向けて自主的に取り組む活動を行う組織 

 

主な取組内容 

 地域運営学校の充実 

   全ての区立学校が地域運営学校となり、学習指導要領で目指す、「よりよい学校教育

を通してよりよい社会を創るという理念を学校と社会とが共有」し、多様な区民との連

携・協働が実現できるように、各学校運営協議会の実態に応じた支援や助言を行いなが

ら、地域と学校の関係づくりを更に進めていきます。 

 

 「学校部活動の地域クラブ活動への移行」を視野に入れた部活動 

高円寺学園において、全ての運動部活動の技術指導、大会引率、審判の実施等を民間 

事業者に委託し、スポーツクラブと称して活動を実施します。 

また、令和 7 年度以降、複数校の生徒が 1 つの拠点に集い活動を実施する拠点校方

式による合同部活動として本事業を実施展開できるように準備を進めます。 

 

 部活動指導員、外部指導員の配置拡充 

区の会計年度任用職員として、校長の管理下において、部活動の指導、大会引率など

部活動の運営・管理等の職務に従事する部活動指導員の配置数（計画数）を 8名から 12

名に拡充します。また、地域の人がボランティアとして、部活動の指導補助を行う外部

指導員の配置回数を 1校当たり 360 回から 410 回に拡充し、部活動の充実を図ります。 

【既定】 地域運営学校等推進 予算額 145,145千円 

【既定】 学校の支援 予算額 241,855千円 

【既定】 地域教育力の向上 予算額 110,725千円 
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                                特別支援教育課 

 学習支援教員、通常学級支援員に係る予算は会計年度任用職員（専門）（短時間）に計上 

事業の目的・概要 

 障害等により特別な支援が必要な子どもの自立と社会参加を促進し、その可能性を最大

限に伸ばすため、個別の教育的ニーズに応じた支援体制を充実させます。また、発達の遅れ

や特性のある子どもたちが、就学前後の切れ目のない支援と一人ひとりの発達段階に応じ

た適切な教育が受けられるよう相談支援を実施します。 

 

主な取組内容 

 通常の学級における特別支援教育の推進 

これまで段階的に導入を進めてきた「個別の学び支援システム」を、令和 6年度に小

学校全校に導入します。このシステムを積極的に活用し、教員の専門性を向上させると

共に、発達障害等により特別な教育的配慮を必要とする児童・生徒への個に応じた学び

を支援します。加えて、教育支援チームの学校巡回により、児童・生徒の教育的ニーズ

に応じた学習内容、学びの方法等の助言などを行うほか、学習支援教員の更なる効果的

な活用、通常学級支援員の適正な配置を検討し、通常の学級における支援の充実を図り

ます。 

 

 学習支援教員・通常学級支援員等の配置 

通常の学級において、学習面で困難を抱える児童・生徒の教育的ニーズに応じた個別

支援の充実を図るため、引き続き、小中学校全校に学習支援教員を配置し、きめ細かな

指導を行います。また、学校における日常生活動作の介助・支援及び学習活動上のサポ

ートを行う通常学級介助員ボランティア※を必要に応じて配置するとともに、通常学級

支援員につきましては、計画的に増員していきます。 

※ 通常学級介助員ボランティア…通常の学級において特別な支援を必要とする児童・生徒が安心して学校生活

を送るために、安全確保及び教育活動に必要な介助を行うボランティア 

 

 発達障害児等への教育的支援 

心理専門職等が、子供園及び幼稚園への巡回指導を行うとともに、保育者を対象とし

た幼児期における特別支援教育の個別相談を実施することで、就学前教育施設に在籍

する幼児への就学に向けた教育的支援体制の強化を図ります。 

 
 

 

 

 

 

【既定】 特別支援教育 予算額 229,588千円 

【既定】 就学前教育（再掲） P133 予算額    3,583千円 
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    特別支援教育課 

 

事業の目的・概要 

特別な支援を必要とする子どもの増加は今後も見込まれることから、一人ひとりの教育

的ニーズに応じた、適切できめ細かな教育や支援を提供できるよう、済美養護学校等の教育

環境整備に取り組みます。また、特別支援学級で学ぶ児童数の増加と通学時間の児童の負担

等を考慮し、高井戸東小学校に小学校では区内で11校目となる特別支援学級を令和6年4月

に新たに設置します。 

 

主な取組内容 

 済美養護学校の教育環境整備 

   今後も増加が見込まれる児童・生徒数への対応として、教育環境の一層の充実を図る

ため、令和 7 年度の中学部移転に向け、令和 6 年度から移転先である近隣の済美教育

センターの改修及び増築の本工事を進めます。  

 特別支援学級（知的障害・固定級）の新設 

 特別支援学級で学ぶ児童数の増加と通学時間の負担軽減等を図るため、令和 6年 4月

に新たな特別支援学級を高井戸東小学校に設置し、区内特別支援学級で学ぶ児童・生徒

の学習の場の更なる充実を図ります。 

 

特別支援学級（知的障害・固定級）設置校一覧 

    小学校 （11 校） 中学校 （6校） 

1 杉並第三小学校 1 阿佐ヶ谷中学校 

2 馬橋小学校 2 井草中学校 

3 桃井第二小学校 3 宮前中学校 

4 桃井第三小学校 4 大宮中学校 

5  四宮小学校 5 和泉中学校 

6 高井戸第二小学校 6 高円寺中学校 

7 済美小学校  

8 天沼小学校 

9 新泉和泉小学校 

10 高円寺小学校 

11 高井戸東小学校※ 

※ 高井戸東小学校の特別支援学級は、令和 6年 4月から開級予定 

 

 

 

 

 

【投資】 特別支援学級・学校の環境整備 予算額  350,481千円 
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 済美教育センター 

区費スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー等に係る予算は会計年度任用職員（専門）ほかに計上 

事業の目的・概要 

 児童・生徒を取り巻く環境や社会の変化により相談要因が多様化しているため、児童・生

徒それぞれの悩みや課題等に応じた支援を行うことを目的として教育相談体制の充実を図

ります。また、不登校児童・生徒一人ひとりの状況に応じた多様な学びの機会を確保するた

め、学校や関係機関との連携を推進し、社会的自立に向けた支援を行っていきます。 

 

主な取組内容 

 教育相談体制の充実 

児童・生徒一人ひとりの悩みや課題に適切に対応するため、学校内外の教育相談体制

の充実を図ります。特に、スクールカウンセラー※1の配置日数の拡充と、スクールソー

シャルワーカー※2 を拠点となる学校に配置し近隣校を巡回する方式へ段階的に変更す

ることにより、児童・生徒や、保護者、学校の実情に応じた支援に取り組みます。また、

不登校の未然防止や早期対応を目的として教育相談コーディネーター※3 の資質向上等

を目指し、児童・生徒の心の変化を早期に把握し組織的に対応できるよう、学校の教育

相談体制を充実していきます。多様化する教育相談の要望に対応できるよう、済美教育

センターの教育ＳＡＴ※4と教育相談支援が連携し、学校を支援していきます。 

 

※1 スクールカウンセラー…いじめや不登校等の未然防止や解決、学校内の教育相談体制のために配置している

心理職の専門家 

※2 スクールソーシャルワーカー…問題を抱えた子どもと家庭・地域・学校・関係機関等に対して調整・仲介役

としての役割を担い、子どもを取り巻く様々な環境に働きかけ、子どもの生活改善を支援する福祉の専門家 

※3 教育相談コーディネーター…学校の教育相談の中心を担う教員の校務分掌の名称 

※4 教育ＳＡＴ…指導主事、学校管理職経験者、相談員で構成され、児童・生徒にかかわる諸問題の解決支援を

行う区独自の組織のこと（平成 19 年 4月設置） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【既定】 教育相談等運営 予算額    62,252千円 

【既定】 いじめ対策の充実 予算額    705千円 
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 不登校対策の推進 

増加傾向にある不登校児童・生徒に対して一人ひとりの状況・背景に応じた学びの場

を確保するとともに、社会的自立を目指した支援を行っていきます。 

教育相談グループ※5では、少人数の活動が適している不登校児童・生徒に対し、教育

相談員が創作活動を中心とした支援を行いながら、さざんかステップアップ教室※6等、

次のステップにつなげていきます。また、さざんかステップアップ教室では、教育相談

員、教育指導員が不登校児童・生徒に寄り添い、個別指導、集団活動、体験的な活動を

通して、児童・生徒それぞれの個別の状況に応じた支援を行います。さらに、校内別室

指導支援事業として、各学校に不登校及び不登校傾向にある児童・生徒の教室以外の居

場所を作り、ボランティアの支援員を配置します。また、一人ひとりの状況に応じた多

様な学びの場を確保するため、学びの多様化学校（いわゆる不登校特例校）※7の設置に

向けた検討を行っていきます。 

※5 教育相談グループ…生徒が心理士と創作活動等を通して、安心できる人間関係をつくり、自分に合った学び

の場を考えることを目的とする教育相談の事業のひとつ 

 ※6 さざんかステップアップ教室…不登校となった児童・生徒が集団活動を通して社会性を育み、社会的自立に

向けた支援を行うことを目的とした教室のこと 

※7 学びの多様化学校…不登校児童・生徒を支援する特例の教育課程を編成して教育を実施する学校 

 

 いじめ対策の充実 

いじめ対応については、杉並区いじめ問題対策委員会（法律・医療などの専門家 5名

で構成）からの専門的な知見に基づく助言及び学校への日常の支援、弁護士や警察関係

者等の専門家を講師とした研修などにより、学校管理職、生活指導主任等の教職員を通

じて、早期発見、初期対応及び組織対応の重要性を丁寧に指導していきます。 

また、児童・生徒に向けて、いじめ防止対策に関するポスターやカードの作成により

啓発を行います。 

さらに実際の対応の中では、学校でのいじめ対策委員会の開催や記録の必要性など

について、教育ＳＡＴや指導主事を中心に指導・助言を行うことで学校を支援していき

ます。 
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                                  学校整備課 

 

事業の目的・概要 

 「杉並区立学校施設整備計画（第 2次改築計画）」に基づき、改築を進め、安全の確保と

教育環境の向上を図ります。併せて、高井戸小学校については、適切な教室数を確保するた

めに校舎の増築を進めます。 

 また、長寿命化が期待できる建物のうち築 40年を迎えた久我山小学校及び杉並第十小学

校については、機能や性能の劣化の回復を目的とした修繕に加え、バリアフリー改修など社

会的なニーズに対応するための機能向上を目的とした改修を盛り込んだ、長寿命化改修を

進めます。 

 

主な取組内容 

 富士見丘小・中学校の一体的整備 

   富士見丘中学校の既存校舎解体工事及び新校舎建設工事を進めます。 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 

・中学校既存校舎解体工事 

・中学校新校舎建設工事 
・中学校新校舎建設工事 ― 

 杉並第二小学校の改築 

   既存北校舎・体育館の解体工事を完了した後、環境整備工事に着手します。 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 

・既存北校舎・体育館解体 

・環境整備工事 
・環境整備工事 ― 

 中瀬中学校の改築 

新校舎の建設工事を進めます。 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 

・新校舎建設工事 

・新校舎建設工事 

・既存管理教室棟解体工事 

・仮設校舎解体工事 

・既存管理教室棟解体工事 

・環境整備工事 

 

【投資】 富士見丘小・中学校の改築（中学校費） 予算額  445,216千円 

【投資】 杉並第二小学校の改築（再掲） P117 予算額 327,135千円 

【投資】 中瀬中学校の改築 予算額 1,015,247千円 

【投資】 神明中学校の改築 予算額 1,045,490千円 

【投資】 杉並第一小学校の改築 予算額 68,547千円 

【投資】 高井戸小学校の増築 予算額 250,476千円 

【投資】 小学校の長寿命化改修 予算額    1,148,692千円 
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 神明中学校の改築 

神明中学校の老朽改築に向けて、改築工事期間中における仮設校舎の整備を進める

とともに、既存校舎の解体工事に着手します。 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 

・仮設校舎建設 

・既存校舎解体工事 

・既存校舎解体工事 

・新校舎建設工事 
・新校舎建設工事 

 

 杉並第一小学校の改築 

老朽化に伴う校舎改築に向けて、改築検討懇談会を開催し、基本設計を行います。 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 

・基本設計 ・基本・実施設計 ・実施設計 

・新校舎建設工事 

 

 高井戸小学校の増築 

増築工事を完了します。 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 

・増築工事 ― ― 

 

 小学校の長寿命化改修 

築 40年を迎えた学校について、学校の夏季休業期間等を利用して長寿命化改修を実

施します。 

〇久我山小学校 

令和 6年度 令和７年度 令和 8年度 

・改修 ・改修 ― 

 

〇杉並第十小学校 

令和 6年度 令和７年度 令和 8年度 

・設計 ・改修 ・改修 
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      中央図書館 

 

事業の目的・概要 

 「杉並区立図書館サービス基本方針」に掲げる図書館像の実現に向け、図書館サービスを

より一層充実させるために、実行計画等に基づき、令和 5年度に導入を開始したＩＣタグシ

ステム関連機器の活用や各地域図書館への導入、図書館ホームページのリニューアル、老朽

化した高円寺図書館の移転・改築等に取り組みます。 

 

 

主な取組内容 

 ＩＣタグシステムを利用した図書館サービスの充実 

ＩＣタグシステムによる自動貸出機や予約資料受取棚、セキュリティゲート等の設

置を段階的に進めていくことで、貸出や予約資料受取のセルフサービス化、資料の紛失

防止等により、貸出時間の短縮等利用者の利便性の向上を図るとともに、蔵書管理業務

の効率化を図ります。 

 

 図書館ホームページのリニューアル 

   図書館ホームページの画面デザインを一新するとともに、スマートフォン等の画面

サイズに応じた表示の切り替えや、読み上げ・ルビ振り・多言語対応等への配慮といっ

た新機能を追加することで、より見やすく、調べやすいものに改善します。 

 

 図書館閲覧席への座席予約システムの導入 

図書館の閲覧席の一部について、ＰＣ・スマートフォン等からの予約が可能な座席予

約システムを導入し、利用者の利便性や公平性の確保など図書館の利用環境の向上を

図ります。 

 

 高円寺図書館の移転改築・複合化 

老朽化した高円寺図書館は、「杉並区区立施設マネジメント計画」に基づき、旧杉並

第八小学校の跡地で工事が行われている（仮称）コミュニティふらっと高円寺南との複

合施設として、令和 6年度に移転・開設します。 

この複合施設では、利用者の学びや活動を支え、中・高校生や高齢者をはじめとする

多世代の交流の促進に向け、一体的な管理運営による複合化の効果を最大限に引き出

すとともに、利用者サービスの向上を図ります。さらに、施設に防災機能を備えること

で発災時には震災救援所としても活用します。 

 

なお、令和 7年度には、併設する高円寺東保育園の移転・開設及び敷地南側に整備さ

れる「（仮称）杉並第八小学校跡地公園」の開園が予定されています。 

 

 

 

【既定】 図書館運営 予算額 1,394,455千円 

【投資】 高円寺図書館の移転改築 予算額  982,778千円 

 
新規 

 
新規 
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 生涯学習推進課 

                             

事業の目的・概要 

 区民それぞれの主体的な学びを育むとともに、学び合い、教え合うことができるよう、身

近な場所での学びや、人々のつながりをつくることで、一人ひとりの生きがいにつながる生

涯にわたる学びを支援します。 

 また、地域に対する誇りや郷土愛を育むとともに、歴史資産や文化資産を次世代に継承す

るため、歴史的な建造物や区指定・登録有形文化財を生かした杉並らしい展示を開催します。 

 

主な取組内容 

 社会教育士等を効果的に活用した学びの支援等の充実 

地域の人や資源を結びつけ、人づくりや地域づくりにつなげる社会教育士※1 を育成

するため、引き続き、地域で活動する区民に対し、機会を捉えて社会教育士に関する周

知や理解促進を図ります。 

   また、令和 5年度の試行事業をもとに、社会教育士等の活動を支える学び合いの場と

して「学び合いのワークショップ」や「スキルアップ講座」等を実施します。 
 

※1 社会教育士…ファシリテーション能力やコーディネート能力等を有し、地域の教育、福祉、防災、環境など  
様々な分野における学びの支援を通して、人づくりや地域づくりに携わる役割を担う専門人材の称号 

 

 荻外
てきがい

荘
そう

の公開に合わせた特別展等の開催 

   荻外荘は、昭和戦前期に総理大臣を三度務めた政治家、近衞文麿の邸宅です。近衞内 

閣時代には、歴史的に重要な政治会談が行われ、組閣の舞台となったことから平成 28

年 3 月に国の史跡に指定されました。 

令和 6 年 12 月には復原整備を終えて公開します。これに合わせ、陽明文庫※2 の協

力のもと、所蔵資料等を荻外荘に展示するほか、郷土博物館でも特別展を開催し、近衞

家ゆかりの品を紹介します。 

 
※2 陽明文庫…昭和前期に内閣総理大臣を三度務めた近衞文麿が京都市に設立した歴史資料館。近衞家に伝習し

た古文書、古典籍、古美術工芸品等を一括して保存管理している 

 

 科学教育の推進 

 旧杉並第四小学校の跡地を運営事業者に貸し付け、同事業者が独自に運営を行う科

学体験施設「未来をつくる杉並サイエンスラボＩＭＡＧＩＮＵＳ
イ マ ジ ナ ス

」が令和 5年 10月に

開設しました。本施設が、区民に親しまれ、科学に興味・関心を持つきっかけの場とな

るよう、引き続き、周知等の側面支援を行うとともに、区民に身近な地域の施設で実施

する出前型の科学教育事業を同事業者へ委託することで、区内における科学教育の一

体的な充実を図ります。 

【既定】 社会教育の振興 予算額  18,962千円 

【既定】 社会教育事業の運営 予算額  16,016千円 

【既定】 次世代型科学教育の推進 予算額  19,500千円 

【既定】 郷土博物館の運営管理 予算額  14,904千円 

【既定】 文化財調査・保護 予算額  13,845千円 
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